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盛土規制法に関するＱ＆Ａ

R6.10.４時点

Ａ 平地（土地の勾配1/10以下）において、四方の土地より低い窪地を四方の高さに

合わせてかさ上げを行い、平坦にするために行う埋戻し行為は、盛土に該当しないた

め、法規制の対象とはならず、許可も不要となります。

Ａ 土地改良事業以外の田畑転換や農業用施設用地の整備、ほ場の大区画化・均平等、土

地の形質の変更に該当すると認められる工事については、法規制の対象となり、許可を

要する規模以上で行う場合は、許可が必要となります。

Ａ 本体工事の施工に付随して行われる土石の堆積（仮置き）にあっては、当該工事の期

間中に限り、以下の( 1)～( 3)の全てを満たす場合に、許可が不要となります。

( 1) 当該工事に使用する土石又は当該工事で発生した土石であること

( 2) 当該工事の現場又はその付近に堆積すること

( 3) 当該工事にかかる主任技術者等により当該工事の管理と併せて一体的に管理される

こと

ただし、当該工事の完了後にも、なお土石の堆積（仮置き）を継続する場合には、こ

の土石の堆積（仮置き）は許可の対象となります。

※「工事の現場の付近」は、工事現場間の直線距離が20km以内を想定しています。

Ａ 現在着手している工事については、新たに法の許可を取る必要はありませんが、工事

主は、区域の指定があった日から21日以内に、県に届け出る必要があります。

A 工事を行う土地の所有者全員の同意は必要です。また、所有者のほか、地上権、質権、

Ｑ 本体工事に伴い、一時的に仮置きするものは、許可の対象となりますか。

Ｑ 現在着手している工事については、盛土規制法に基づく規制区域の指定後、新た

に盛土規制法の許可を取る必要はありますか。

Ｑ 工事を行う土地の所有者の同意は、全員分必要ですか。

Ｑ 平地における埋立ては、許可の対象となりますか。

Ｑ 田畑転換等のために行う盛土や切土は、許可の対象となりますか。
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賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有する者の

全ての同意を得ることが必要となります。

A 政令第７条第２項第２号に規定する土地（渓流等）において高さ15ｍを超える盛土

を行う場合には、説明会は必須となります。その他の土地で盛土等を行う場合には、以

下の３つの方法から周知方法を選択することができます。

（１）宅地造成等に関する工事の内容に関する説明会を開催すること

（２）宅地造成等に関する工事の内容を記載した書面を、当該土地の周辺地域の住民に配

布すること

（３）宅地造成等に関する工事の内容を当該工事の施行に係る土地又はその周辺の適当

な場所に掲示するとともに、当該内容をインターネットを利用して住民の閲覧に

供すること

※ 渓流等の範囲は、今後、県ＧＩＳで公開する予定です。

※ 周知を行う範囲の考え方については、今後、県ＨＰにおいてお示しする予定です。

Ａ 規制区域内において行われる盛土等について、当該規制区域の指定後
．．．．．．．．

に開発許可を受け

たときは、盛土規制法の許可を受けたものとみなされます。このため、都市計画法の開発

許可を受ければ、盛土規制法の許可申請は不要となりますが、その後の中間検査や定期報

告は盛土規制法に基づき行うことになります。

規制区域の指定前に開発許可を受けても、規制区域の指定前に現場に着手していない場

合は、改めて盛土規制法の許可が必要となります。詳しくは、県ＨＰのうち、「規制区域

指定前後の工事の取り扱いについて」をご覧ください。

Ａ 規制区域の指定前に造成した盛土等であっても、法規制対象規模以上の盛土等に限り、

法規制対象となります。

なお、法規制対象になると、造成した盛土等が管理不全等により危険な状況だと判断さ

れた場合に、勧告や改善命令の対象となります。

Ｑ 住民への周知の方法として、説明会は必須となりますか。

Ｑ 都市計画法の開発許可を受けた工事でも、盛土規制法の許可を受ける必要はあり

ますか。

Ｑ 盛土規制法に基づく規制区域の指定前に造成した盛土等でも、盛土規制法の対象

になりますか。


